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研究成果の概要（和文）： 
本研究では，財市場の階層構造が存在すること，そして，この構造が企業の補間構造と階層構造

に規定されることが研究される。このような主張を論拠づけるために，まず、財市場の階層構造

を財の単価の相違から導きだした。さらに、部品貿易のアジアとヨーロッパとの構造の相違を明

確にした。そのうえで、アジア域内の用途別貿易構造を注意深く研究した。とりわけ、日本、韓

国・台湾、そして中国という代表的４カ国の貿易財の階層関係、貿易財の多様化と収斂化、貿易

の高度化という傾向を指摘した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 In this research, I analyzed the layered structure of tradable goods market, and studied that the 
layered structure might be affected by both complementary relationship between corporations and 
hierarchic structure of corporations.  
  Being specified the interpretation，the layered structure of tradable goods market was analyzed 
from the difference of the unit price of goods. Furthermore, I made clear that the structure of 
components trade among Asian countries are different from the European countries. Basing on the 
acknowledgment，I focused on the trade according to the BEC within East Asian countries. Especially 
on the analysis of Japan, South Korea and Taiwan, and China trade, I confirm three conditions: the 
layered structure of tradable goods, the diversification and convergence of tradable goods, the 
sophistication of tradable goods,   
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分析手法により日本の垂直的産業内貿易の分析
が石田（200２）や Fukao, Ishido and Ito (2003)
で行われた。この研究から垂直的双方向貿易の
拡大傾向が確認された。さらに貿易構造の変化
の分析を深めるために、石田(2004)では国連の
BEC に依拠した用途別財視点から、日本・アジ
ア諸国の貿易構造を分析した。また、Lafay
（1992）の分析指標と輸出入単価の比較から、
差別化された財の特性を分析した（石田：2006）。
そのため、BEC 分類に基づいた、垂直的双方向
貿易、一方向貿易、国際競争力指数、比較優位
指数などの多面的視点から、 Jones and 
Kierzkowski（1990）、Arndt and Kierzkowski 
(2001)、Kimura(2006)が主張するフラグメンテ
ーション、あるいは生産工程分業（Helleiner：
1973）や貿易の垂直化（石田:2004）という貿易
構造の変化は、それぞれの国の輸出する財の階
層化を促進していることが検証された(石田：
2007a)。加えて、フラグメンテーションが部品
貿易の垂直的双方向貿易を拡大させるとともに、
資本財貿易の一方向貿易と深く関連しているこ
とに焦点を当て、資本財・中間財貿易と消費財
貿易の構造相違の経済的意味を考察した。以上
の研究成果を踏まえて、次のような点の考察が
必要となる。 
1.これまでの分析はデータの制約があったため、
広範囲かつより正確な検証が必要である。米
GTI 社の World Trade Atlas データベースによ
り、HS9桁のデータが入手でき、さらに、ASEAN
諸国のデータや EUのデータが利用可能である。
そのため、石田（2006）の貿易財の階層分析の
精度を高めサンプルを増やす必要がある。 
2.新たな貿易統計の方式により、単価が全てキ
ログラムになり、さらに再輸出が分離できるよ
うになるため（OECD のデータでは一部入手可
能）、構造分析をより正確に検証する必要がある。 
3.これまでのアジア諸国の分析は日本と中国、
韓国、台湾であったが、タイ、フィリピン、マ
レーシア、インドネシア、ベトナムを加えて、
それぞれが輸出する中間投入財、資本財、消費
財の階層構造を重層的に分析し、生産工程の国
際的分散により形成された生産システムの地域
構造の特性を明確にする必要がある。 
4.田中（2007）が指摘したヨーロッパの生産ネ
ットワークにおける中間財・資本財・消費財の
階層構造を分析し、アジア地域と EUの比較を行
うことができる。また、そのことで、アジアの
貿易構造の特徴が鮮明になる。 
5.フラグメンテーションにより形成された貿易
構造を生産の側面と企業行動の側面から分析す
る必要がある。つまり、最終財にいたるグロー
バルバリューチェン分析（Gereffi, Humphrey 
and Sturgeon：2005)、そして、企業間の財取引
に必要な調整メカニズムとしてのネットワーク
（Goshal ＆ Bartlett：1990)、垂直統合とア
ウトソーシングという二つの行動により企業の
境界（Langlois & Robertson ：1995)の変化な
どを総合的に研究し、国際的に分散した生産シ
ステムの特徴と財の階層構造を関連させて研究
を行う。この研究に関しては石田(2007b)で着手
したものを発展させる。 
6.さらに、生産構造と貿易構造を結びつけるた
めに、Feeｎstra(1989)が用いた、産業後との付

加価値生産と貿易額との関係分析を行う。そこ
には UNIDOの分析・データや GTAPのデータ分析
が必要となる。 
 
２．研究の目的 
第１年目：本研究の基礎となるデータの分類、
抽出プログラムとデータベース作成 
(ⅰ)分析のためのコンピュータププログラム・
分析フォーマットを作成する。 （ⅱ ）米 GTI
社の World Trade Atlasを利用して、アジア（日
本、韓国、中国、香港、台湾、シンガポール、
タイ、マレーシア、フィリピン、インドネシア
の HS（Harmonized System）の９桁の品目を国
連のＢＥＣ（BROAD ECONOMIC CATEGORIES）の分
類に従って用途別財分類に再構成したデータを
作成する。同時に、従来型の産業分類ごとに用
途別財分類に区分けするプログラムを作成する。
（ⅲ）輸出入単価比の分布データを財別、国別
に作成する。 (ⅳ)日本、韓国、台湾、シンガポ
ール、香港、タイ、マレーシア、インドネシア、
フィリッピン、中国の 1０カ国、が比較できる
1998年から 2006年のデータを算出する。 
２年目：データの計算・分析 
(ⅰ) EU５先進国とポーランド、ハンガリー、エ
ストニア、ラトビア、リトアニア、スロバキア、
スロベニア、ブルガリア、チェコなどの EUの途
上国との用途別貿易データを作成。（ⅱ）輸出入
単価比の分布データを財別、国別に作成する。 
(ⅲ)資本財の細分類として、各国別の工作機械、
金型、ハイテク機械を取り出す。ⅳ）国ごとデ
ータを、アジア NIES４（韓国、台湾、シンガポ
ール、香港）、ASEAN４（タイ、マレーシア、イ
ンドネシア、フィリッピン）, EUでは EU5と EU
１５との貿易構造を分析する。 (ⅴ)さらに、用
途別に集計するとともに、各国、各地域の用途
別貿易収支を計算する。 (ⅵ)分析指標として、
競争力指数、経常収支への貢献度指数、産業内
貿易、そして（貿易価格総額÷貿易物量）とい
う財単価の比較による各国の貿易財の階層構造
をそれぞれ用途別の製品分類と国別、地域別に
応じておこなう。 
３年目：各分析指標に基づく用途別財貿易の構
造把握と地域の比較検討 
 (ⅰ)日本を中心としたアジア・太平洋地域と
EUの用途別財の貿易の傾向・特徴を分析し、ア
ジアおよびヨーロッパにおける生産システムの
特徴をみる。 (ii)ヨーロッパとの比較の中で、
アジアの貿易構造の特徴を考察する。 (ⅲ) IFS
や UNCTAD の直接投資データや新聞や雑誌の記
事により類推される国際的企業活動の傾向を導
出し、生産システムと貿易構造との関連づけを
行う。(ⅳ)UNIDO のデータベースより産業ごと
の付加価値を取り出し、産業分類に対応した貿
易額との比較を行う。(ⅴ)可能な限りでの直接
投資データを、各国統計からも集め、用途別財
の貿易動向と直接投資の補完関係と代替関係を
分析する。(ⅵ)ＰＣ－ＴＡＳのデータに基づき、
世界全体の用途別貿易構造の地域比較を行う。 
４年目：生産システムの検討と研究の総括 
（ⅰ）生産システムと財の階層構造との関連を
分析するため、これまでの生産システムに関連
する研究を総括する。とりわけ、企業の垂直的
統合とアウトソーシングによる企業の境界の変



 

 

化を反映した生産システムの定義を行う。（ⅱ）
生産活動の国際的分散による生産システムの形
成と貿易の階層構造の関連を分析する。 
 
３．研究の方法 
Ⅰ．データベースを作成する 
１．PC−TASのデータベースを利用し、アジア９
ヵ国の HS9桁分類から、ＢＥＣ（BROAD ECONOMIC 
CATEGORIES）に対応して用途別財分類に再構成
するプログラムを作成する。 
２．用途別財データと産業別財データのデータ
ベースを構築する。 
３．産業内貿易の構造を分析する。分析指標は
輸出と輸入の合計による貿易規模である。 
４．本研究の独自性として、輸出入財単比率を
２２に区分、重複度を１１に区分し、合計２２
×１１の貿易財の領域を設定し、それぞれの領
域の輸出規模と Lafay（1992）指数を応用した
比較優位指数を算出し、用途別貿易財ごとの分
布状況を計算する。 
５．貿易の中で輸入単価より輸出単価の方が大
きい領域の財の比較優位（比較生産費があり貿
易特化している状況）がある財の二国関係をく
まなく取り出し、アジア諸国間での財貿易市場
の階層化の構造を重層的に分析する。 
６．とりわけ、比較優位指数が高く、さらに輸
出規模が大きな分布領域を特定し、閾値に耐え
うるデータの検証を行う。貿易構造を類型化す
る。 
Ⅱ．データベース作成とともに、文献サーベイ
と分析の視点を深める作業を行う 
１．資本財貿易、中間財貿易、部品貿易等の文
献をサーベイし、理論分析・実証分析の手法を
検討する。①産業内貿易に関して、Fontagne, 
Freudenberg and Péridy (1997)の分析手法や石
田（2002), Fukao, Ishido and Itoの分析を踏
まえる。②財単価の特性に関しては、Fontagne、
Freudenberg，and Unal-Kesenci（1997）による
EU諸国の財単価の比較手法を検討し、アジア諸
国間の比較方法を考察する。 
２．貿易構造コンセプトに関しては、海外組立
（ offshore assembly ）、 国 際 下 請 生 産
（international subcontracting）、海外組立条
項（offshore assembly provision）による貿易、
生産シェアリング（ production sharing 
provision）による貿易、アウトワード・プロセ
シング貿易（outward processing trade）、垂直
的特化、生産フラグメンテーション(production 
fragmentation) 、クロスボーダー生産ネットワ
ーク（cross-border production network）、三
来一補などの論点整理のうえ、本研究の分析視
点をより明確にする作業を並行しておこなう。
特に、中国の三来一補に関する研究に注目する。 
III．企業行動や各国の生産構造と関連させて貿
易構造を分析す。 
日経ものづくり、日経エレクトロニクス、日経
Automotive Technolog1yなどや経済新聞からケ
ースを類型化し、企業行動の具体例と貿易構造
を関連づける。OECDのデータによる新統計方式
の発表により、財単価の計算および再輸出のデ
ータを除外して、これまでの研究の正確を期す。 
IV.分析の総括を行い分析結果を公表する 

  

４．研究成果 
・貿易分析 
 産業内貿易や双方向貿易の分析をする場合， 
第 1 の基準は輸出入の 「重複度」（TOL）であ
る。 そして， 第 2 の基準である 「輸出入単
価比率」（UVR） に応じて垂直的差別化と水平的
差別化に分類する。 また， 貿易構造を示す具
体的指標は，輸出金額と輸入金額の合計である 
「総貿易」 である。重複度を基準とし， 輸出
入単価比率と貿易の重複度により産業内貿易・
双方向貿易 を分類する。 そして， 貿易構造と
は， 各グループの総貿易 （輸出額と輸入額の
合計） に占める割合をみたものである。 たと
えば， 垂直差別化貿易全体の計算では， 単価
比率が UVR＜1/1.15 と 1.15＜UVR にあるデー
タを合計したものとして計上されている。 つま
り， あくまでも単価比率の相違が問題であり，
輸出単価と輸入単価の大小関係を考慮する必要
はない。したがって，一方向、垂直、水平とい
う 3つの貿易形態の割合を見るために，それぞ
れの領域の総貿易額を集計することが目的とな
る。 
 それに対して， もう 1つの分析視点がある。 
つまり， 第 1 の基準として， 「輸出入単価比
率」 （UVR） を考える。 そのなかで， 輸出入
単価比率に応じて， 日本 （先進国） から見て 
3つの区分を表１のように行う。 重複度 （TOL） 
がゼロ以上のものを全て対象とし， UVR が 
1.15 より大きな場合は輸出財が差異化されて
いる 「差異化財市場」 と定義し， UVR が 
1/1.15 と 1.15 の間にある場合を 「中間市場」 
と呼ぶ。 そして， UVR が 1/1.15 より小さい
場合は， 輸出財が標準品化あるいはコモディテ
ィ化した 「標準化財市場」 と呼ぶ。 この分類
の中で， 特に差異化財市場と標準化財市場に注
目し， 輸出財の差異化が進展している状況や， 
あるいは， 差異化財であったものが普及品化 
（標準品化） し低価格化する 「コモディティ
化」 の動向を分析する。 この輸出入単価比率
を基準とした視点からみた貿易構造分析の指標
は， 産業内貿易・双方向貿易の指標とは異なる。 
ここでは， 主要な指標として比較優位指数を用
いる。  
 以上の分析から、アジア域内では産業内貿易
が拡大するとともに、日本は、アジア各国に単
価の高い財を輸出する傾向を高めるとともに、
中国はその逆の傾向を強めていることが明らか
となった。 
・アジアとヨーロッパの比較 
 さらに、90年代の構造変化を遂げた後の2000年
代前半の貿易構造の地域間相対貿易規模（RTS）の
比較を行った。59カ国をアジア，アメリカ，EU，
その他に分けて構造を比較したものの一部である。
特に貿易の垂直構造と関連の深い産業用加工品，
部品，そして資本財の中の機械・金型（以下機械
という）という3つの財分類からみた貿易を輸出と
輸入に分けて計算した。 
 また，アジア地域の貿易を考える上で，中国の
貿易に留意している。中国の貿易統計には輸入相
手国として「中国」がある。たとえば， 1994年に
は中国の「中国」からの輸入は全輸入額のうち
0.2％であったものが，2000年には3.2％，2005年
には8.4％と大きくなっている。これは中国国内で



 

 

生産されたものの迂回輸入であり，増値税対策の
貿易と思われる。したがって，実質的な輸入では
ないと判断して，中国の「中国」からの輸入をア
ジア地域のデータから排除した。さらに，中国と
香港間の貿易も国内貿易と見なし，アジア域内の
貿易から除いた上で，中国・香港の貿易を合計し
て中国の貿易と捉えた。それゆえ，中国と香港の
輸入を合計した通常の輸入データよりも低くなっ
ている。くわえて，世界貿易全体も中国・香港の
貿易データを除いた額として計上している。 
 以上のような考察の下に行った計算結果をみる
と，アジア地域は他の地域よりも部品・機械とも
に輸出と輸入の両方で相対的に大きな貿易である
ことが分かる。むろん，産業用加工品，部品，機
械貿易の絶対規模としては，ヨーロッパ地域が大
きな割合を占めている。しかし，最近の5年間の部
品と機械の54カ国に占めるアジア9カ国とEU27の
シェアをみると，アジアのシェアが拡大している
ことが分かる。なかでも，部品と機械のシェアは
高い。そのため，90年代の垂直構造を経て，近年
では相対的にも絶対的にも，すでに述べたように
部品貿易と機械貿易の経済的含意から，アジア地
域は，貿易が垂直化している地域であるといえる。
ただし，輸送機部品の貿易はEU27の相対規模が圧
倒的に大きい。つまり，EUでは輸送機器の生産の
国際的分散が非常に進展している地域である。 
 さらに、EU域内の生産システム では， アメリ
カの財輸入の構成に占める中東欧の存在感は小さ
い。 これは， 域外市場に対する輸出主導での成
長を目指すのではなく， あくまでも域内との経済
関係を目的として生産システムの構築を意味する。 
中東欧の EU 域内向け輸出が全体の 7〜 8割で
あることから， 新興国市場指向の生産システムの
再構築を主体的に行う地域ではないといえる。 換
言すれば， 国民経済としての独自の成長政策を打
ち出すのではなく， 当初から EU に統合されるな
かで，「国内分業」の一端を担う成長路線である
ことを物語っている。つまり，中・東欧は EU 域
内市場指向的生産システムを形成している。 
貿易分析の制約と生産システム 
 ところで、貿易分析には， 制約がともなうこ
とを注意しなければならない。分析はあくまで
も国民経済単位からみた 2 国間の貿易分析を
集約したものである。 そして， 本研究で具体
的に分析したのは， 日本， 韓国， 台湾， 中
国を中心とした二国間貿易分析であり， そこか
ら， 用途別貿易構造と双方向貿易の構造が明ら
かとなった。 この結果はそのまま， 企業間の
関係からみた生産システムにおける貿易構造の
全体像を示すものではない。 つまり， 特定の
バリューチェーンをみると， 多数の国で生産さ
れた素材や部品などが貿易された結果， 最終財
として組み立てられ， 最終消費される。 そし
て， このような国際的に分散した生産プロセス
を統合する貿易には， 企業内貿易と企業間貿易
が重層的に関係している。 個別企業内の貿易デ
ータやバリューチェーンを構成する企業関係の
データを入手することはきわめて困難であるこ
とから， 生産システムにおける貿易構造の全体
像がどのようになっているかをデータで観察す
ることは困難である。 貿易分析で確認できるの
は， 多数のバリューチェーンが形成する貿易構
造の結果を， 二国間の断面図として把握し直し

たものにすぎない。 そして， 二国間で集計し
た結果が， 部品貿易の拡大であり， 垂直的双
方向貿易の拡大である。 さらには， 一方での
輸出財の多様化と他方での輸出財の集約化であ
る。 逆にこの結果から， 生産システムのグロ
ーバリゼーションが類推されるのである。  
 ここから， 次のようなことが言える。 生産
システムのグローバリゼーションとは， 先進国
内部のバリューチェーンが解体され， 国際的に
分散したバリューチェーンの編成である。 ある
いは， すでに形成された多国籍企業内部のバリ
ューチェーンが再編成されることである。 それ
は， 量的変化と形態変化の 2 面から捉えられ
る。 このうち量的側面とは， 国境を越えて形
成されるリンケージ数が増加することであり， 
その結果， いままで国内取引であった中間投入
財が貿易されることである。 すでに確認した部
品貿易の拡大は， このような変化が背景にある。 
また， 形態的側面の変化とは， これも確認し
たように， 産業内貿易の拡大である。 そこに
は， 繊維産業のように生地 （素材） を輸出し， 
それを縫製した服 （消費財） が輸入されるよ
うな工程間の貿易という産業内貿易や， 同じ用
途をもった部品が双方向に貿易される産業内貿
易もある。 さらに， 双方向貿易には， その部
品の品質が異なる場合を垂直的双方向貿易， 同
じ品質ならば水平的双方向貿易がある。 とりわ
け， グローバリゼーションのなかで垂直的双方
向貿易が拡大傾向にある。 そして， 結果とし
て， 一方では中国のように消費財， 資本財， 部
品など輸出財を多様化する国と， 他方では日本
のように消費財輸出が収縮し， 部品や資本財に
集約する国がみられた。  
 くわえて， 国民経済単位間にある構造の相違 
（貿易論では技術や要素賦存） は貿易を規定す
る要因であるが， 生産工程の国際的分散化を促
進する要因ではない。 言い換えれば， 国民経
済間の構造の相違は潜在的な貿易構造を規定す
る要因であり， 実際の貿易構造の変化を引き起
こすのは生産システムを形成する企業の行動で
ある。 それは， バリューチェーンを主導する
ブランド企業が，コスト効率性の観点 （短期的
視点） から， 現時点での比較優位の基づく貿
易構造を選択する場合もあるし， 長期的な視点
から将来の新たな比較優位構造の変化に寄与す
る技術移転・知識移転を行う場合もある。 さら
に， 実際に構築したバリューチェーンが， 経
済効率的に最適でない可能性もある。 たとえば， 
将来の有望な市場を確保するために， 当初は海
外での生産コストが高く情報の共有が困難であ
ってもバリューチェーンを形成する場合がある。 
これは， 短期的効率性の視点からみればあり得
ない行動である。 
・生産システムについて 
生産システムとは， 企業の施設を最小単位とし， 
施設単位が形成する企業組織， そして， 企業
単位が形成するバリューチェーン， さらに， 企
業組織間の調整様式であるネットワークを包摂
するものである。 さらに， 生産システムとは， 
ミクロとマクロの中間であるメゾ分析である。
ここで， 論理的思考方法として， 生産システ
ム分析がミクロとマクロの中間的視点であると
いう理論的含意を明らかにするために， 一方で， 



 

 

マクロ分析と生産システム分析では， どのよう
な点が共通であり， また， どのような点で異
なるかを明らかにするとともに， 他方で， ミ
クロ的視点からみて生産システム分析と貿易と
の関係はどのようなものであるかを考えてみた
い。  
 バリューチェーンやネットワークを包摂した
グローバル生産システムとは，グローバル化し
た産業連関である。 したがって， メゾの分析
視点としての生産システム分析とマクロの分析
視点としての産業連関分析の根底にある 「富の
概念」 は共通である 。 すなわち， 限界理論
分析のような所用のストックとしての富を対象
とするのではなく， 両者は， 生産活動により
生産された富を対象とする。 換言すれば， 生
産システム分析と産業連関分析では， 所与のス
トックの最適配分ではなく，フローにおける純
生産とその 「配分」 に注目する。 そのため， 
生産システム分析においても， 交換の効率性に
焦点をあてるばかりではなく， 生産過程の連鎖
の構造に焦点を当てることになる。 ただし， 生
産システム分析では， ストックの一部分がフロ
ーに転化した過程の分析は非常に曖昧で， 資本
財の物的・価値的側面の補填関係は不明瞭であ
るという欠点もある。 生産システム分析では， 
資本財はすでに設置されたという仮定のなかで， 
固定資本減耗などのマクロ経済の視点をとらず， 
もっぱら中間投入財やサービスの継続的取引に
注目している。  
 このような欠点はあるものの， しかし， 生
産システム分析は以下の点で， マクロの産業連
関分析とは異なる独自の視点を提示する。 まず， 
第 1に， 産業連関は物的および価値的側面から
みた投入産出関係を対象としているのに対して， 
産業連関分析のように実際に計測できないが， 
重要な側面である， 知識ストックと情報フロー
に焦点を当てるという点で異なる。 生産システ
ム分析では， 企業の知識ストックの相違， バ
リューチェーンやネットワークにおける企業間
の情報共有の程度の相違が， 企業間 （バリュ
ーチェーンやネットワークの） 構造を規定する
要因として扱われる。 このような情報や知識と
いう視点は， ケネー， マルクスからレオンチ
ェフやスラッファに至る産業連関に関わる経済
学の分析視点では， 対象とされなかった点でも
ある。 第 2に， 企業関係が形成するパワーバ
ランスや階層構造を分析対象とするということ
に独自の観点がある。 そのなかには， もちろ
んガバナンス形態も含まれる。 このような， 企
業間 （バリューチェーンやネットワークの） 構
造は， 知識ストックや情報フローの視点と密接
に関わる。 第 3に， 重層的な協調関係と競争
関係を分析する点で異なる。 分析単位は産業で
はなく， 企業， バリューチェーンであり， 企
業間やバリューチェーン内部， そして， バリ
ューチェーン間の関係に注目するということが
メゾの視点である。 第 4に， 生産システム分
析では， 純生産 （付加価値） とともに， 価
値獲得と価値創造の乖離を対象とする。 それは， 
限界理論のように所与のストックの 「配分」 の
効率性ではなく， 産業連関分析のように純生産
物・純付加価値が形成されるフロー分析である
が， その上に， 純付加価値形成過程のなかで

価値獲得と価値創造過程を分けて考察すること
に特徴がある。 
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